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1. はじめに 

現在、改修技術の中核となる木造住宅の耐震補強工法

には、従来から用いられている在来工法だけでなく、新

しいアイディアに基づいた様々な工法が提案されており、

その多くが実用化されている。耐震補強工法のメニュー

が増えることは、住宅所有者の希望に合致した工法を、

あるいはその建物にあった合理的な工法を選択する上で

不可欠であるが、そのメニューの中から正しい選択をす

るためには、各工法の様々な特徴を客観的な尺度を用い

て比較した情報が必要である。 

本報では現在までに公開されている耐震補強工法を整

理分析し、合理的な耐震補強工法を選択するための意思

決定ツールを提案する。 

 
2.提案手法の位置づけ 

対象とする木造住宅の耐震補強工法を選択するため

に、まず公開されている情報を網羅的に調査した。都道

府県実施の耐震補強工法のコンペに応募された工法のべ

67件、建築の関連論文約600編、(財)日本建築防災協会、

(財)日本建築センターなど公的機関の認定、都道府県で

独自に定めた認定の評価書より 204 件、公開特許、実用

新案より約 600 件、およびその時点で公開されていたホ

ームページより約 300 件の耐震補強工法の情報（いずれ

も平成 17 年時点）を収集し、このうち、ある程度の実現

性と具体性を持った工法 104 件を調査シートにまとめ、

大まかに分類したのが図１である。基礎、接合部補強、

屋根補強など様々な部位に分かれるが、開口部を含む壁

系の補強工法が約半分を占めていることより。壁面補強

に対するニーズの高さが窺われる。 

また、所有者としては、コスト、居ながら施工の有無、

分かりやすい効果の説明、見栄えなどが意思決定の重要

な情報となるため、本提案手法では次のような評価基準

に基づいて評価する。 

・ 低コストで施工可能な在来木造住宅用耐震補強工法

を対象とする 

・ 開口部を含む壁系の補強に限定する 

・ 構造性能の定量的評価として耐震補強設計で一般的

に用いられる壁強さ倍率 1)を用いる 

・ 施工コストは中立性の高い同一の基準で評価する 

・ 施工性、見栄え、居ながら施工の有無についても評価

する 

 

3. 対象とする耐震補強工法とその構造的評価 

対象とした工法は以下の３つに大別できる。 
3.1 一般的な耐震補強工法 

在来木造住宅の一般的な耐震補強工法としては、構造

用合板による補強、二つ割筋かいによる補強が代表的で

ある。各々の壁強さ倍率は 5.2kN（大壁仕様）、6.4kN（た

すき掛け）と定められている 1)。 

3.2 新しい材料を用いた耐震補強工法 

図１の新しい材料を用いた壁系耐震補強工法のうち、

今回は表 1 に示す壁強さ倍率の認定を取得している工法

を対象とした。 

表１ 新しい材料を用いた耐震補強工法 

仮称 特徴 壁強さ倍率 

(kN/m) 

格子壁 通風、採光、デザイン 4.90 

外支柱 外構工事、居住性良 14.0 

無機面材 床天井解体無し 6.58 

木質面材 床天井解体無し 6.21 

制震鋼板 粘弾性体で制震効果 8.63 

制震壁 粘性体で制震効果 5.30 

 

3.3 構造用合板を用いた部分開口耐震補強工法 

対象には耐震改修の施工現場からの要請の高い構造用

合板を用いた一部切り欠きを有する（以下、部分開口）

耐震補強工法も加える。 

部分開口耐震補強工法としては図 2 に示すように、換

気扇などの小窓が空く小開口対応工法、床天井を解体し

ないで梁と土台をかさ上げして対応するかさ上げ工法、図 1 耐震補強工法調査シート統計 
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かさ上げもしない上下空き工法、そして押入れ奥を補強

する場合に床天井に加えて中段の床も解体しない押入れ

対応工法の 4 種類とした。 

いずれも開口の周囲には下地の胴縁を設置し、9mm の

構造用合板を 150mm ピッチの N50 くぎで止めた試験体を

製作して、壁強さ倍率算定用実験を行い 2)、図中（）に

示す壁強さ倍率低減係数 k を設定した。 

この仕様においては小開口対応、かさ上げ対応は標準

の構造用合板の構造性能を保持しているため、壁強さ倍

率の低減は必要ないと評価した。上下空き対応で-20%、

押入れ対応では-40%の評価である。 

 
3.4 耐震補強工法評価シート 

構造評価した工法の概要、特徴、仕様および説明図を

まとめて工法ごとに評価シートを作成した。フォーマッ

トが揃っているので、設計者の比較検討時、家主への説

明時などに有効となる。 
 

4. コスト評価 

壁系耐震補強工法のコスト比較のため、モデル住宅の

一部を取り出した共通の構面を各工法で補強した場合

のコストを算出する（図 3）。新しい材料を用いた耐震補

強工法については各開発メーカーから得た見積り回答

を基に、工事単価を工法間で統一して見積額とし、コス

ト評価においては各工法により構面の壁強さ倍率のＵ

Ｐ値が違うため、ＵＰ値当たりの単位見積額で評価した。

尚、見積り額には材料費の他、仕上復旧、廃材処理、人

工、経費が含まれている。 
 

図 4に対象とした各耐震補強工法の単位見積額を示す。

採光性、居住性に特徴のある工法はコストが高く、それ

以外の工法は一般的工法より若干高めに位置することが

分かる。又、今回新たに加えた構造用合板による部分開

口耐震補強工法は条件があえばかなり低コストで耐震補

強工事が出来ることを示している。 

５．まとめ 
その１では木造住宅の耐震改修の普及に繋がる耐震

補強工法選択手法確立のため、対象とする耐震補強工法

をニーズの高い壁系の低コスト耐震補強に絞込み、客観

的な尺度を用いて、その構造性能評価とコスト評価を行

った。 

いずれも定量的で相対的評価も可能となっており、こ

のような情報が合理的な耐震補強工法選択に役立つもの

と思われる。 

参考文献はその２にまとめて記す。 
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図４ 各耐震補強工法の単位見積額 
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図２ 構造用合板を用いた部分開口耐震補強工法 

図３ コスト評価用モデル構面 
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